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李碩氏博士学位申請論文審査報告書 
 
早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程 5 年の李碩氏は、早稲田大学学位規則第 7 条
第 1 項に基づき、2018 年 2 月 5 日、その論文「現代中国民法におけるプライバシー権の保
護―裁判例分析を中心にして―」を早稲田大学大学院法学研究科長に提出し、博士（法学）
（早稲田大学）の学位を申請した。後記の委員は、上記研究科の委嘱を受け、この論文を
審査してきたが、2018 年 6 月 14 日、審査を終了したので、ここにその結果を報告する。 
 
Ⅰ 本論文の目的・構成と内容 
（1）本論文の目的・構成 
中国でも 1980 年代に入ると、プライバシー侵害の問題が人々に意識されるようになり、
それを受けてプライバシー権の研究が始まった。しかし、中国の学者のこの面での研究は
アメリカ法をモデルとした抽象的、理論的考察に終始し、実際の裁判実務でプライバシー
侵害をめぐる問題がどのように扱われているかについての、具体的、分析的研究は十分に
はなされていない。本論文は、そうした中国におけるプライバシー研究の現状を踏まえて、
裁判例の分析に重点を置き、プライバシー侵害の態様を、私生活への侵入、私事の公開、
個人情報の公開に大別し、また、プライバシー権との隣接領域をなす肖像権、名誉権も視
野に入れ、その分析に際しては、類似の事例の日本における学説・判例との比較という手
法を用いて、日本とは異なる中国的特質を明らかにしようとしたものである。 
 本論文の構成は以下のとおりである。第 1 章、中国におけるプライバシー権保護の展開、
第 2 章、私生活への侵入、第 3 章、私事の公開、第 4 章、プライバシー権と個人情報、第 5
章、プライバシー権と肖像権の交錯、第 6 章、プライバシー権と名誉権の交錯、結語。 
 
（2）本論文の内容  
第 1 章 中国におけるプライバシー権保護の展開 
本章では、清末から現在までのプライバシー権の展開について概観する。大清民律草案
では、人格権規定は登場するが、プライバシー権はまだ見えない。その後、中華人民共和
国になっても、1980 年代になるまで、プライバシーの語が法律条文に登場することはなか
った。すなわち 1988 年の司法解釈「民法通則を貫徹執行するうえでの若干の問題に関する
意見（試行）」の中で、はじめてプライバシー[隠私]の語が登場するが、プライバシー権侵
害は名誉権侵害行為として扱うという文脈で使用されており、プライバシー権が正式に条
文の中で登場してくるのは、2001 年の司法解釈「民事権利侵害精神的損害賠償の若干の問
題に関する解釈」においてであり、その後、2010 年施行の権利侵害責任法 2 条でプライバ
シー権が明文化された。なお、すでに 1980 年施行の中国刑事訴訟法 111 条では[陰私]とい
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う語が使われているが、それは「男女間の他人に知られてはならない」という意味のもの
で、プライバシー[隠私]とは別の概念であった。 
ところで、プライバシー権は憲法上の権利としても論じられ、中国現行憲法には人格権
保護に関する一連の規定があるが、プライバシー権の語は存在しない。ひるがえって、そ
もそも中国では裁判官が訴訟において判決の理由づけとして憲法を適用することは認めら
れてこなかった。その慣行を破ったのが斉玉苓事件（専門学校に合格した斉に別人がなり
すまして入学し、卒業、就職したことが、後に発覚し、斉がその別人とその親を相手どっ
て姓名権侵害と教育を受ける権利の侵害を理由として損害賠償を請求した。高級法院は最
高法院の司法解釈を受けて、憲法に規定されている教育を受ける権利を根拠に斉の損害賠
償請求を認めた）であった。本件は私人間での訴訟に憲法を適用したわけであるが、この
憲法適用を認めた司法解釈はその後まもなく効力が停止された。多くの国において、プラ
イバシー権が憲法上の権利として捉えられ、議論されている状況をみたとき、中国の裁判
例において、プライバシー案件に憲法が適用されているかどうかは重要な意味を有する。
この問題は第 2 章以下で検証される。 
 民法上のプライバシー権侵害の構成要件は侵害事実、違法性、過失、因果関係の 4 要件
からなる。侵害行為の態様に関しては諸説あるが、本稿では、張紅の見解に従い、私有領
域への侵入、私事の公開、個人情報の自主的コントロールへの侵害の分類を採用する。 
 
第 2 章 私生活への侵入 
本章では、①防犯カメラの設置、②隣接建物からの視線及び覗き見・身体プライバシー、
③住宅侵入の各節にわけて、当該裁判例の分析と日中間の比較を行う。 
先ず、①に関するプライバシー権侵害案件として、日本については、京都府学連デモ事
件、大阪監視用カメラ撤去等請求事件、コンビニエンスストア防犯カメラ事件の 3 例を紹
介し、それに対して、中国の事例として、隣人同士による防犯カメラ設置に関する裁判例
を 6 例、学校による監視カメラの設置に関する裁判例を 1 例とりあげ分析を加える。 
 以上の日中の裁判例を比べた場合、先ず公権力の行使とプライバシー権との関係につい
て、日本では、公権力（警察）による写真撮影に関して、裁判所は、京都府学連事件にお
いて、これを肖像権の問題として捉えたうえで「警察官が、正当な理由もないのに、個人
の容貌等を撮影することは、憲法一三条の趣旨に反」するが、「個人の有する右自由も公共
の福祉のために必要ある場合には相当の制限を受ける」との判断を示し、大阪監視用ビデ
オカメラ撤去等請求事件では設置理由、目的の正当性等の六つの要件を設けて、警察によ
る防犯カメラ設置の合理性について厳格に歯止めをかけている。これに対して、中国では、
そもそも公権力による監視カメラ乃至無断撮影行為に対して憲法的規制を加えていくとい
う議論は絶えて見られない。中国における監視カメラの問題はすべて隣人間での問題であ
る。何故、警察による防犯カメラの設置が訴訟の対象とならないのかといえば、中国社会
では、プライバシーの侵害の恐れよりも、防犯への配慮の方が強いということに起因する。 
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 また、日本の 4 つの裁判例では、防犯カメラの合理性につき、6 つの基準を設定し、その
解釈論は精密である。これに対して、中国では、プライバシーと公共性の関係をめぐって
は、司法的判断が分かれており、実務上「公共の空間」の概念が統一されていない。 
 次に②に関する案件中、隣接建物からの視線に関する案件として、日本については、テ
ラス半減事件、橋本宅事件の 2 例を、中国の事例を 1 例とりあげ、覗き見・身体プライバ
シーに関する案件として、中国の裁判例を 1 例とりあげ、日本では、覗き見については、
通常、軽犯罪法で処理され、プライバシー権侵害として民事訴訟で扱われることはないこ
と、隣接建物からの視線に関するプライバシー権の問題について、日本の裁判例では原告
がプライバシー侵害を理由に損害賠償（目隠しに要する費用の賠償）を請求しているのに
対して、中国での原告は損害賠償、目隠し等の請求をせず、直接、係争ビルの除去を求め
ているが、中国の事例における原告が仮に損害賠償等を請求したとしても、当該法院はプ
ライバシーを「公開」しない限りプライバシー侵害には当たらないとの判断を示しており、
損害賠償が認められる余地はないことを指摘する。 
 さらに、③に関する案件として、日本については、住居侵入事件、GPS 捜査事件の 2 例
を、中国については 3 例をとりあげ、その中で警察による捜査関係の事例に関して、日本
では GPS 捜査は「個人の行動を継続的、網羅的に把握することを必然的に伴うから、個人
のプライバシーを侵害し得るもの」であり、憲法 35 条の保障対象としては「住居、書類及
び所持品」のみでなく、「これらに準ずる私的領域｣も含まれるとの判断が示されているの
に対して、中国の延安夫妻事件では、警察は正当な手続きを踏むことなく市民の寝室に侵
入し、そのことについての司法的判断が下されることなく和解で処理されていること、中
国でも、私人間での住宅侵入案件はプライバシー侵害に当たるとの判断が定着してきてい
るが、警察・公権力とのかかわりではあやふやなところが残っていることを指摘する。 
 
第 3 章 私事の公開 
本章では、①新聞記事・雑誌・小説・放送等による侵害、②前科の暴露、③身上・経歴
の暴露、④信書の公開、⑤患者（の）プライバシーの暴露について考察を加える。 
①に関する案件として、日本については「宴のあと」事件、「エロス＋虐殺」事件、「石
に泳ぐ魚」事件の 3 例を、中国については 4 例をとりあげ、日本では、「宴のあと」事件判
決はプライバシー侵害の成立要件として「私生活上の事実または私生活上の事実らしく受
け取られるおそれのあること」等 3 要件を明示するが、中国ではプライバシー侵害につき
具体的な判断基準は示されていないこと、日中の裁判例において顕著な違いをなすのは、
憲法の保障する表現の自由との関連をめぐる議論の有無で、日本では「人格権の侵害に対
する法的救済は個人の尊厳、幸福追求の権利と表現の自由の保障との接点の問題として慎
重な配慮を要する」との判断が示されているのに対して、中国ではどの裁判例を見ても、
表現の自由を規定した憲法 35条との関連でプライバシー侵害の有無を判断する事例は皆無
であることを指摘する。 
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②に関する案件として、日本については「前科照会」事件、「ノンフィクション『逆転』」
事件の 2 例を、中国については 2 例をとりあげ、日本においては、前科等の公表につき、
法律上の問題が存在することが自覚されており、こうした自覚的議論の中で、権利侵害、
利益侵害の有無を判断する基準として、「時の経過」「利益衡量」が引き合いに出されてい
ること、これに対して、中国では、日本の裁判例に見られるような法的議論そのものが存
在しないこと、その原因は、結局、中国では犯罪者にも人格があるという意識が極めて薄
いということに帰着し、その要因として、中国における「公共の利益」についての中国的
法構造の問題があること、すなわち中国憲法 51 条では「中華人民共和国の市民は、自由及
び権利を行使するさい、国家・社会・集団の利益…を害してはならない」とあり、こうし
た憲法の規定との文脈で「公共の利益」を考えるとすれば、この公共の利益の最上位の価
値は国家の利益と安全、社会の安逸にあり、したがって国家の利益・安全、社会の安逸を
害う犯罪者に対しては徹底的に打撃を加えることが求められるということを指摘する。 
③に関する案件として、日本については弁護士による身上・経歴等情報漏えい事件を、
中国については 1 例をとりあげ、この種の案件は、日中ともに少ないが、日中間に特段の
差異は認められないこと、ともにプライバシー侵害を認めていること、但し日本では損害
賠償を認めているのに対して、中国では損害賠償は認めず、謝罪請求を認めたことを指摘
する。 
④に関する案件として、日本については少林寺拳法連盟理事長信書公開事件を、中国に
ついては 2 例をとりあげ、日本では、信書を差出人の承諾なく公表することはプライバシ
ー侵害になり、中国も同様であること、ただ、中国では 2 件ともプライバシー侵害による
損害賠償は認めていないこと、中国の裁判例では、高度情報化社会のもとでのチャットの
内容をプライバシーとしては理解していないことを指摘する。 
⑤に関する案件として、日本については東京都（警察学校・警察病院 HIV 検査）事件を、
中国については 4 例をとりあげ、日本では、医療機関が HIV 抗体検査結果を被検者の同意
を得ることなく依頼者に伝えることはプライバシー侵害を構成するとの判断が示されてい
ること、病院が公的機関の依頼をうけていても、検査の目的と必要性について詳細な検討
がなされていること、中国では、医療機関の守秘意識が低いこと、損害賠償額が非常に少
ないこと、警察権力が関与している裁判例では、警察による取り調べの理由、なぜ警察に
取り調べられるはずの原告の病歴が勤務先に知られたのかなどについてまったく説明して
おらず、公的機関によって出された「合法的な証明、証書」が存在する時点で違法性が自
然に阻却されているように見えること、権利侵害責任法 62 条は「医療機関及びその医療従
事者は患者のプライバシーを守秘しなければならない。患者のプライバシーを漏洩し、ま
たは患者の同意を得ずにその病歴を公開して、患者に損害を与えた場合、不法行為責任を
負わなければならない」と規定しているが、この条文の解釈について、有力民法学者や立
法工作担当者は患者の病歴が警察によって請求される場合のプライバシー保護のケースを
想定していないことを指摘する。 
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第 4 章 プライバシー権と個人情報 
本章では、日本については、ニフティ掲示事件、早稲田大学江沢民講演会事件を、中国
については 7 例をとりあげ、以下のことを指摘する。先ず、中国の裁判例について言えば、
人格権の中において個人情報権という概念が法律で明示化されるのは2017年に制定された
民法総則においてであり、したがって中国の裁判例の中で個人情報権がどのような形で形
成されてくるかは、これからの問題である。本稿が分析の対象とした 2017 年以前の事例は
すべてプライバシー権の中で処理されている。したがって、学説上も従来は個人情報権と
プライバシー権を区別する議論は存在しなかった。しかし、近年は両者を区別する議論も
現れてきている。その説としては、プライバシーは個人情報の下位概念とする説とか、個
人情報の商業的価値を重視する説等がある。ところで、個人情報権侵害の民事責任に関し
ては、日本では精神的損害賠償に限られているのに対して、中国では謝罪や影響の除去の
方が容易に認められている。中国におけるプライバシー侵害との比較で注目すべきは、日
本の早稲田大学江沢民講演会事件である。本件は原告被告ともに私人の形をとっているが、
実質は国家対私人の関係を色濃く有している。すなわち、早稲田大学が講演を依頼した江
沢民は当時国家主席であり、国家主席を日本に招待する場合は閣議決定事項として、最大
の身辺警護が求められる。そうした政府の要請を受けて、早稲田大学が参加申込者の氏名、
住所、電話番号の記載を求めたわけであり、こうしたケースにおいて、参加者のプライバ
シーを保護すべきか、それとも国賓に対する警備の必要性を優先するのか、この両者のバ
ランスをどのようにとるべきかで、下級審と最高裁の判断が分かれた。この種の事例は中
国の裁判例には見当たらない。何故見当たらないのかと言えば、国家・社会・集団の利益
を私人の利益の上位に置く中国法の構造に由来する。日本の最高裁が下したような判断は
中国の裁判所には期待できない。 
 
第 5 章 プライバシー権と肖像権の交錯 
肖像権とプライバシー権との関係について、人間の姿態が公衆に暴露された場合に重な
り合う。市民が自己の姿態の公開を望まない場合、他人がみだりにそれを公開したとき、
両者は重なりあう。例えば市民が顔部の病態を気にしているのに、無断でその市民の顔部
の写真を撮るといったケースがそれにあたる。本章では、肖像権をめぐる事例の側面から、
両者の関係を考察する。裁判例として、日本については、法廷での被告人隠し撮りによる
肖像権侵害事件、フォーカス会社社長の病状写真等掲載事件、「モーニング娘」アイドル事
件、顧客顔写真無断使用事件、大阪あいりん地区防犯カメラ設置事件、コンビニ防犯カメ
ラ設置事件の 6 例を、中国については 5 例をとりあげ、以下のことを指摘する。 
日本の裁判例では、肖像権とプライバシー権の関係について、交錯的、ないし前者を後
者に含めるといった密接な関係で捉える判旨が見られる。その一因として、日本では肖像
権に関する明文の規定がなく、他方、プライバシー権は憲法上の人権の一つであることが
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判例として認められ、こうしたことが実定法上の根拠のない肖像権をプライバシー権に含
ませる要因をなしている。これに対して、中国では、肖像権が実定法としてすでに存在す
るので、あえてプライバシー権に包摂させるという解釈上の要請は存在しない。 
中国の裁判例では、一個の訴訟において原告が肖像権とプライバシー権、あるいはそれ
に名誉権を加えて、その各権利侵害を理由として訴えるケースは見受けられるが、「秋菊物
語」事件のように、多数説は肖像権侵害と考えている事例につき、プライバシー権侵害の
範疇で捉える説も存する。中国の肖像権訴訟での大きな争点の一つとしては、当該権利侵
害において営利目的を要件とするかどうかといった問題があり、最高法院はそれを要件と
する立場をとっているが、それを要件としないとの下級審の判断もある。日本の裁判例に
おいては、「肖像権ないしプライバシー権」といった表現にあるように、両者の密接な関係
を窺わせる言辞が見られるが、中国の裁判例では、そのような交錯を窺わせる言辞が見ら
れない。 
両国の、肖像権・プライバシー権をめぐる裁判例において際立って異なる点は、日本の
京都府学蓮事件に見られるような、国家権力の側からの肖像権・プライバシー権侵害如何
といった争点が、中国の裁判例では見られないということである。「警察官が、正当の理由
もないのに、個人の容貌等を撮影することは憲法 13 条に反し、許されない」「何人も、そ
の承諾なしに、みだりにその容貌・容態を写真撮影・ビデオ撮影されない自由を有するも
のであるから、公権力がテレビカメラによる録画をするとき（も）…正当な理由がない限
り、憲法 13 条の趣旨に反し許されない」という判断が日本の裁判所では示されているが、
それは憲法規範が公権力を名宛人としてその権力の行使を規制するという立憲主義の縛り
が働いていることによる。中国の裁判例では、すべて私人間での訴訟であり、民法上の議
論に終始している。 
 
第 6 章 プライバシー権と名誉権の交錯―謝罪を中心にして― 
日本民法では、名誉毀損に対して損害賠償とともに、名誉回復の手段として謝罪広告が
使われているが、プライバシー権侵害に対する謝罪請求の可否については判例学説が分か
れている。中国では、民法通則、権利侵害責任法のいずれにおいても、責任方式の中に名
誉の回復とは別に謝罪が明記され、司法実務上は、プライバシー権侵害の救済手段として
謝罪が多用されている。本章では、日本については「宴のあと」事件、小学校教員の家族
関係等公開事件、フォーカス会社社長の病状写真等掲載事件の 3 例を、中国については 5
例をとりあげ、以下のことを指摘する。 
日本では、プライバシー権侵害で謝罪を請求する件数は少なく、その原因は、裁判所が
「宴のあと」事件判決を踏襲していることによる。日本法における謝罪広告はあくまでも
名誉回復の手段として使われる。名誉・プライバシーが侵害される前の権利の完備した原
状に回復できないのであれば、謝罪広告は認められない。これに対して、中国で近年起き
たプライバシー権侵害の裁判例を見る限り、損害賠償よりも謝罪の方がはるかに多い。こ
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のように、中国での謝罪は名誉回復とはまったく別個に定められており、日本法との顕著
な違いをなす。中国で謝罪が安易に認められやすいのは、現行法律、司法解釈、実務上の
慣行のほかに、日本法上の原状回復の手段よりも、むしろ被害者の精神的被害を沈静化さ
せる機能を重視していることにあると思われる。また、中国司法実務界に大きな影響を有
する「人民法院法」において、中国の代表的民法学者の王利明は「被告が謝罪する気が一
切なく、金銭さえ支払えばよい、という態度をとったとしたら、まさに、頬を叩いた後、
100 元残してそのまま立ち去っていくようなものである。加害者は本気で反省していないし、
被害者の気持ちも慰められていない。…被害者が謝罪を要求することこそ、個人の人格的
尊厳を維持することだ」と語っている。ここから、中国における謝罪のあり方の特質がう
かがえる。 
 
結語 
以上の裁判例の分析を踏まえた議論の結語として、以下の点を指摘する。 
①実際の裁判実務では、正規の法律や司法解釈等ではなく、全人代常務委員会法制工作
委員会民法室主任という個人の編にかかる「釈義」の類がかなりの頻度で引用されている。
正規の立法機関でもない組織による釈義がこのような役割を果たしていることは中国法の
特質をなす。 
②法の適用ということに関して、憲法が直接プライバシー侵害事件に適用された事例が
あるかどうかについてであるが、中国では分析した裁判例中 1 例のみ存する。ただし、本
件は私人間での憲法適用の例であり、公権力を行使する国家権力を対象とするものではな
い。 
③プライバシー権侵害の成立要件中、特に問題となるのは、主観的要件としての故意・
過失の問題であるが、中国の裁判例では、故意を要件とするのか、過失で足りるとするの
か、判断が分かれている。 
④プライバシー権侵害の構成要件中の損害事実については、侵害行為（違法性）が認め
られればそれが損害事実に該当するとの判断をしめした裁判例もあれば、損害結果につい
て証明できていないとして原告の請求を棄却した裁判例も存し、精神的損害の証明はでき
ていないので損害賠償請求は棄却するも、プライバシー侵害は認定し、行為の停止と謝罪
を命じた裁判例もある。 
⑤プライバシー侵害における民事責任中、損害賠償を認めた裁判例はそれほど多くなく、
謝罪を命じた裁判例が非常に多い。 
⑥プライバシー権と個人情報権の関係については、裁判例による限り、すべてプライバ
シー権の中で処理され、住所、勤務先、電話番号等の個人情報を公開することはプライバ
シー侵害であると認定されている。ただ、2017 年の民法総則における個人情報権の明文化
により、今後は両者の区別をめぐる議論が活発化すると思われる。 
⑦プライバシー権と肖像権の関係について、中国では、肖像権が実定法上存在するので、
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肖像権をあえてプライバシー権に包摂させるという解釈論上の要請は生まれない。ところ
で、肖像権侵害訴訟において有名な事件が「秋菊の物語」事件であった。本件で特に注目
すべきものは原告側弁護士郝江荀の上訴理由中の次の一文である。「(一審裁判の)勝敗の原
因は、実際には、青年映画制作所を『公』とし、賈桂花を『私』とみなしたことにある。
…各国の民法は民法の平等原則と社会的公平と正義を体現するために、市民個人の権利の
保護をますます重視するようになってきている。…青年映画制作所が社会の公共の利益を
代表していると考えてはならず、たとえ社会公共の利益を代表しているとみなすとしても、
そのことのゆえをもって、個々の市民の人格的権利の放棄を要求できるわけではない」。市
民に義務を課している中国憲法 51 条の「国家、社会、集団の利益」を唱えさえすれば、市
民の権利を制限できるという中国における解釈論の現実を見るとき、こうした発言が出て
きたことは重要な意味を有する。 
⑧プライバシー権と名誉権の関係について、中国では、プライバシー権が実定法として
明文化されるまでは、名誉権の中で処理されてきた。この両者の関係で興味あるのは、中
国の民事責任において、謝罪と名誉の回復が別々に定められているという点についてであ
る。上記のように、中国のプライバシー権侵害を認めた裁判例において最も多い民事責任
の種類は謝罪である。この謝罪の頻度が司法実務上高いということの原因は、被害者の精
神的被害を鎮静させる機能を重視していることにあると思われる。 
 
Ⅱ 本論文の評価 
本論文は、中国におけるプライバシー権をめぐる判例の状況を日本におけるそれと対比
させつつ詳細な紹介を行っており、プライバシー権をめぐる中国の現状を知るうえで貴重
な労作である。また、中国社会におけるプライバシー権成立の背景と現状、そして中国の
体制的特質に基づく権利保障の限界をも意識しつつ分析している点でも、単なる紹介にと
どまるものではなく、その点でも高い評価に値する論文である。 
ところで、本論文での分析結果は「結語」の部分において 8 点にわたってまとめられて
いるが、それらを再整理すると 3 点にまとめられる。 
 第 1 に、裁判例においては、公権力に対する個人の権利保護の思考枠組みが弱く、プラ
イバシーの保護と公権力・社会的価値の衡量をしておらず（「結語」の⑦）、法令とくに憲
法が公権力を制約するものと考えられておらず（「結語」の②）、全人代常務委員会法制工
作委員会民法室という、立法権限を有しない一機関の釈義を根拠とする裁判例が多い（「結
語」の①）。 
 第 2 に、裁判例は、不法行為成否の判断において、被侵害法益が何であるかをあまり問
題とせず、個人情報をプライバシー権の中で処理し（「結語」の⑥）、また、プライバシー
権が実体法上明文化されるまでは名誉権の中で処理してきた（「結語」の⑧）。他方で、裁
判例は、加害者の故意を要求することが少なくない（「結語」の③）。李碩氏は、被侵害法
益を問題としないことの理由を、プライバシー権、肖像権に関する規定の有無で説明する
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（「結語」の⑥⑦）。 
 第 3 は、不法行為責任の効果に関する中国法の特質である（「結語」の④⑤）。学説はプ
ライバシー侵害の判断において違法行為の有無を重視するのに対し、実際の裁判例は被害
者の精神的損害の有無の判断を重視し、その中には精神的損害の厳格な証明を要求して賠
償請求を否定するものが多いが、裁量的な判断で精神的損害を認めるものもある。ただ、
損害賠償請求を認める場合でもその額は僅少である。これに対し、侵害の停止、影響の除
去、とりわけ謝罪を認める裁判例が非常に多い。この指摘は、不法行為法の機能として、
被害者の損害填補以外も考える必要を説くものである。 
 以上のいずれの点も、実際の裁判例の分析を踏まえた極めて重要な知見である。中でも
第 3 点は注目すべきもので、中国法の謝罪は被告による被告の名での謝罪であり（146 頁）、
したがって、「名誉回復と影響の除去について[は]、裁判所が判決書内容の公表、新聞登載
などの方法で代替執行できるが、謝罪についての妥当な代替執行措置が言及されていない」
こと(146～7 頁)、この謝罪は原状回復よりも被害者の精神的被害の沈静機能を重視してい
ること(154 頁)、そのような謝罪が広く認められていることを指摘しており、極めて貴重で
ある。中国法の謝罪が、被告の名での謝罪文を原告の請求を基礎に裁判所が作成し広告さ
せる日本の謝罪広告――それは精神的沈静ではなく社会的評価の回復を目的とする――と
は別のものであり、日本法史上では明治初年以前の詫び証文に近いことを明らかにしたこ
とはきわめて興味深い。李碩氏は、王利明氏の言葉(「被告が、…金銭さえ支払えばよいと
いう態度を採ったとしたら、まさに、頬を叩いた後、100 元を残して、そのまま立ち去って
いくようなものである。…ここでは被害者のメンツが重要だということではない。逆に、
被害者が謝罪を要求することこそ、個人の人格的尊厳を維持することだ。」)を引用したうえ
で、「中国における謝罪責任については、法文化論的・法社会学的考察を今後の課題とした
い。」として、この知見を踏まえた研究課題を正確に設定している(154 頁)。 
 他方で、本論文には不十分な点もないわけではない。中国において対国家との関係で 
憲法上のプライバシー権を観念する余地が事実においてないことは容易に理解できるが、
実は日本でも事情はそれほど変わらない。例えば、肖像権に関する京都府学連事件は、対
国家との関係において、肖像権の憲法上の権利性を一応承認しているが、しかし公共の福
祉の観点から容易に権利制限を肯定していることからすると、公権力との関係における権
利性が強固であるとはいえない。この限りでは、中国法と日本法との差はそれほど大きく
ないともいえる。逆にいえば、公権力との関係におけるプライバシー権の保障は、中国の
実情から現状では時期尚早であるというだけにとどまらない問題が含まれていることを示
唆している。それゆえ、日中両国で実は何故大差がないのか、その理由を考えるためには、
西欧諸国との比較をも視野にいれた研究が必要となるだろう。 
 また、本論文は、プライバシー権、肖像権、名誉権の概念の区別を問題とするが、各保
護法益の内容と法的保護の意味には十分に切り込んでいない。このために、中国の裁判例
がこれらの保護法益を区別していないと批判するにとどまる。しかし、わが国でも 1930 年
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頃までの裁判例はプライバシー権、名誉感情を名誉権の中で保護していた。その後にマス
メディア型の名誉侵害の比重が格段に大きくなり真実性・相当性の法理が確立したために、
その法理が適用されない非マスメディア型の人格的利益侵害の一部をプライバシー侵害、
名誉感情侵害としてとらえるようになったのである。したがって、プライバシー権と名誉
権の関係を明らかにするには、人格的利益侵害における社会関係の重要性を意識して、各
保護法益の内容と、対抗価値との衡量論理を考える必要がある。わが国の不法行為法学も
人格利益侵害における社会関係と人間像を未だ十分に検討していないことを考えると、そ
の作業では、アメリカのプライバシー概念の発展の経緯を再検討・再構成し、また、以前
より肖像権・氏名権の概念を持ち、今日では私的生活権、一般的人格権という概念をもつ
フランス、ドイツとの比較が必要になるだろう。 
 本論文は、以上のような不十分な点を有するが、それは、丹念な裁判例の分析によって
今後取り組むべき課題を示したものともいうことができ、研究のさらなる発展を期待させ
る。 
 本論文は、以上のような不十分な点を有するが、それは、今後取り組むべき課題を示唆
したものともいうことができ、研究のさらなる発展を期待させるものである。本論文は、
地道な法令・裁判例・学説の整理を基礎とする研究の王道を行く論文であり、李碩氏に博
士号を与えるのに十分相応しいものと判断する。 
 
Ⅲ 結論 
以上の審査の結果、後記の審査員は、全会一致をもって、本論文の執筆者が博士(法学)(早
稲田大学)の学位を受けるに値するものと認める。 
 
2018 年６月 14 日 
 
審査員 
主査 早稲田大学教授   博士（法学・早稲田大学）中島 徹(憲法) 
 
副査 早稲田大学名誉教授 博士(法学・早稲田大学) 小口彦太(中国法) 
 
        北海道大学名誉教授 法学博士（論文）東京大学 瀬川信久(民法)
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【付記】 
 本審査委員会は、本学位申請論文の審査にあたり、下表のとおり修正点があると認めた
が、いずれも誤字・脱字等軽微なものであり、博士学位の授与に関し何ら影響するもので
はないことから、執筆者に対しその修正を指示し、今後公開される学位論文は、修正後の
全文で差支えないものとしたので付記する。 
 
博士学位申請論文修正対照表 
修正箇所 
（頁・行等） 
修正内容 
修正前 修正後 
4頁・注 3 を参考している を参考した 
5頁・注 9 妨害排除請求権を加わった 妨害排除請求権を加えた 
8頁・1行 男女間の他人に知られてはなら
ない 
男女間の他人に知られてはなら
ないこと 
8頁・21行 宣揚 いいふらし 
8頁・注 26 この意見は、筆者が北京市第三
人民法院民事第 1 審判庭庭長丌
培冰裁判官に聞く時の話による 
この意見は、北京市第三人民法
院民事第 1 審判庭庭長丌培冰裁
判官による 
10頁・12行 幾つが 幾つか 
11頁・1行 本物の 削除 
13頁・22行 条文の規範対象を社会組織や個
人を指している 
社会組織や個人を条文の規律対
象としている 
18頁・22行 構成要件をめぐって関連学説を
みていく 
構成要件に関連する学説をみて
いく 
20頁・1行 公布する行為 公開する行為 
20頁・3行 注意せずに 不注意に 
20頁・30行 適用されべき 適用されるべき 
26頁・30行 私人空間を侵入する 私的空間に侵入する 
29頁・14、15、 
16、25行 
個人情報の自主的コントロール 「自己情報コントロール」権 
30頁・26行 暴露させた事件 暴露させられた事件 
30頁・27行 日本の裁判所においても、アメ
リカのように、自己決定権まで
プライバシー権として認めてい
ない 
アメリカは、プライバシー権と
して自己決定権お内容を認める
が、日本は別の権利として扱っ
ている。 
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37頁・14行 ベランダの東側にある ベランダの西側にある 
39頁・26行 プライバシーに対する脅威とし
て形成した 
脅威を形成した 
51頁・12行 Y2（に対し Y2に対し 
52頁・31行 のぞき見・身体プライバシー侵
害 
のぞき見・身体プライバシー侵
害・隣接地からの視線 
53頁・9行 これを発覚した これに気付いた 
56頁・13、15行 猥褻プレー アダルトビデオ 
57頁・10行 Aに尾行して Aを尾行して 
57頁・12行 関与しないように保証した 関与しないことを保証した 
58頁・8行 毀損」こと 毀損すること 
58頁・14行 叔父と甥の関係 叔父と姪の関係 
60頁・6行 その相手に尾行して その寝室に突破して 
64頁・16行 まだ施行していない 施行されていない 
64頁・26行 妹としてのＸに冷たかった 妹であるＸに冷たかった 
65頁・33行 民法 101条と 120条 民法通則 101条と 120条 
71頁・29行 との判断を示されている との判断が示されている 
71頁・35行 『逆転』事件の他の下級審裁判
例 
『逆転』事件以外の下級審裁判
例 
83頁・21行 お公開する 公開する 
87頁・35行 通信に秘密 通信の秘密 
89頁・24行 前掲① 前掲［1］ 
96頁・24行 興味深いでしょう。 興味深い。 
96頁・36行 病歴・情報 病歴情報 
97頁・10行 肝心なところに 肝心なところだが 
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99頁・21行 Yに対して、悪戯電話… Yに対して、営業損害 307980円、
悪戯電話… 
103頁・12～14行 ◯数字 ［］数字 
104頁・19行 「悪意」 「悪意」（ここでは、悪質という
意味で使用されている） 
113頁・13行 扉に侮辱なスローガンを張る 玄関に侮辱するような内容が書
かれた紙を貼る 
114頁・20行 概念が法律の明示化されるのは 概念が法律で明示されるのは 
122頁・8行 おりい おり 
128頁・19行 不服し 不服とし 
131頁・10行 養子縁組に入れた 養子になった 
131頁・29行 Xの養母 X1の養母 
134頁・20行 第 1一 第一 
134頁・31行 プライバシー権を包摂させる プライバシー権に包摂させる 
137頁・18行 名誉を既存された 名誉を毀損された 
140頁・19行 つまり、プライバシー侵害の場
合、判例が認められ… 
つまり、判例では認められ… 
140頁・25行 としあえず とりあえず 
142頁・1行 例え法律で規定されている たとえ法律で規定されている 
142頁・19行 幾つの新聞紙で 幾つかの新聞紙で 
142頁・23行 発効した判決をに従わず 発効した判決に従わず 
145頁・16行 守秘義務を違反し 守秘義務に違反し 
151頁・8行 あある ある 
152頁・5行 ププライバシー プライバシー 
152頁・8行 当事者が私人間での訴訟で会っ
た 
私人間での訴訟であった 
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152頁・9行 憲法が摘要された 憲法が適用された 
114頁・22行 上記 5例 上記 7例 
115頁・12行 上記 5例中の 1例 上記 7例中の 3例 
135 頁・18 行、34
行 
4例 5例 
 
 
 
